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災害に関する主な税務上の取扱いについて（法人税関係） 

1 災害により滅失・損壊した資産等  

法人の有する商品、店舗、事務所等の資産が災害により被害を受けた場合にその被災に伴い次のよう

な損失又は費用が生じたときには、その損失又は費用の額は損金の額に算入されます。 

① 商品や原材料等の棚卸資産、店舗や事務所等の固定資産などの資産が災害により滅失又は損

壊した場合の損失の額 

② 損壊した資産の取壊し又は除去のための費用の額 

③ 土砂その他の障害物の除去のための費用の額 

 

2 復旧のために支出する費用 

法人が、災害により被害を受けた固定資産(以下｢被災資産｣といいます。)について支出する次のような

費用に係る資本的支出と修繕費の区分については、次のとおりとなります。 

 1.被災資産についてその原状を回復するための費用は、修繕費となります。 

 2.被災資産の被災前の効用を維持するために行う補強工事、排水又は土砂崩れの防止等のために支

出する費用 について、修繕費とする経理をしているときは、この処理が認められます。 

 3.被災資産について支出する費用(1.又は 2.に該当するものを除きます。)の額のうち、資本的支出か修

繕費か明らかでないものがある場合、その金額の 30％相当額を修繕費とし、残額を資本的支出とす

る経理をしているときは、この処理が認められます。 

 (注) 法人が災害により被害を受けた製造設備に対して支出する修繕費用等について、企業会計上、

適正な原価計算に基づいて原価外処理(費用処理)をしているときは、税務上もこの処理が認められ

ます。 

各事業年度の所得金額の計算 

法第二十二条 内国法人の各事業年度の所得の金額は、当該事業年度の益金の額から当該事業年

度の損金の額を控除した金額とする。 

2 内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入すべき金額は、別

段の定めがあるものを除き、資産の販売、有償又は無償による資産の譲渡又は役務の提供、無償に

よる資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のものに係る当該事業年度の収益の額とする。 

3 内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の損金の額に算入すべき金額は、別

段の定めがあるものを除き、次に掲げる額とする。 

一 当該事業年度の収益に係る売上原価、完成工事原価その他これらに準ずる原価の額 

二 前号に掲げるもののほか、当該事業年度の販売費、一般管理費その他の費用（償却費以外の

費用で当該事業年度終了の日までに債務の確定しないものを除く。）の額 

三 当該事業年度の損失の額で資本等取引以外の取引に係るもの 

4 第二項に規定する当該事業年度の収益の額及び前項各号に掲げる額は、一般に公正妥当と認め

られる会計処理の基準に従って計算されるものとする。 

5 第二項又は第三項に規定する資本等取引とは、法人の資本金等の額の増加又は減少を生ずる取

引並びに法人が行う利益又は剰余金の分配（資産の流動化に関する法律第百十五条第一項 （中

間配当）に規定する金銭の分配を含む。）及び残余財産の分配又は引渡しをいう。 
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（災害の場合の資本的支出と修繕費の区分の特例） 

基通７－８－６ 災害により被害を受けた固定資産（当該被害に基づき法第 33 条第 2 項《資産の評価損

の損金算入》の規定による評価損を計上したものを除く。以下 7－8－6 において「被災資産」という。）

について支出した次に掲げる費用に係る資本的支出と修繕費の区分については、7－8－1 から 7－8

－5 までの取扱いにかかわらず、それぞれ次による。（昭 55 年直法 2－8「二十六」、平 7 年課法 2－7

「五」により改正） 

⑴ 被災資産につきその原状を回復するために支出した費用は、修繕費に該当する。 

⑵ 被災資産の被災前の効用を維持するために行う補強工事、排水又は土砂崩れの防止等のため

に支出した費用について、法人が、修繕費とする経理をしているときは、これを認める。 

⑶ 被災資産について支出した費用（上記(1)又は(2)に該当する費用を除く。）の額のうちに資本的

支出であるか修繕費であるかが明らかでないものがある場合において、法人が、その金額の 30％

相当額を修繕費とし、残額を資本的支出とする経理をしているときは、これを認める。 

(注) 

1 法人が、被災資産の復旧に代えて資産の取得をし、又は特別の施設（被災資産の被災前の効用

を維持するためのものを除く。）を設置する場合の当該資産又は特別の施設は新たな資産の取得

に該当し、その取得のために支出した金額は、これらの資産の取得価額に含めることに留意す

る。 

2 上記の固定資産に係る災害の場合の資本的支出と修繕費の区分の特例は、令第 114 条《固定資

産に準ずる繰延資産》に規定する繰延資産に係る他の者の有する固定資産につき、災害により損壊

等の被害があった場合について準用する。 

3 従業員等に支給する災害見舞金品 

法人が、災害により被害を受けた従業員等又はその親族等に対して一定の基準に従って支給する災

害見舞金品は、福利厚生費として損金の額に算入されます。 

また、法人が、自己の従業員等と同等の事情にある専属下請先の従業員等又はその親族等に対して

一定の基準に従って支給する災害見舞金品についても、同様に損金の額に算入されます。 

なお、事業を営む個人においても同様に取り扱われます。 

措通 61 の 4(1)－10 社内の行事に際して支出される金額等で次のようなものは交際費等に含まれない

ものとする。（昭 52 年直法 2－33「35」、昭 54 年直法 2－31「十九」、平 6 年課法 2－5「三十一」、平

19 年課法 2－3「三十七」により改正） 

⑴ 創立記念日、国民祝日、新社屋落成式等に際し従業員等におおむね一律に社内において供与さ

れる通常の飲食に要する費用 

⑵ 従業員等（従業員等であった者を含む。）又はその親族等の慶弔、禍福に際し一定の基準に従っ

て支給される金品に要する費用 

4 災害見舞金に充てるために同業団体等へ拠出する分担金等 

法人が、所属する同業団体等の構成員の有する事業用資産について災害により損失が生じた場合

に、その損失の補てんを目的とする構成員相互の扶助等に係る規約等に基づき合理的な基準に従っ

て、同業団体等から賦課され、拠出する分担金等は、その支出する事業年度の損金の額に算入されま

す。 

（災害見舞金に充てるために同業団体等へ拠出する分担金等） 

基通 9－7－15 の４ 法人が、その所属する協会、連盟その他の同業団体等（以下 9－7－15 の 4 にお

いて「同業団体等」という。）の構成員の有する事業用資産について災害により損失が生じた場合に、

その損失のほてんを目的とする構成員相互の扶助等に係る規約等（災害の発生を機に新たに定めた
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ものを含む。）に基づき合理的な基準に従って当該災害発生後に当該同業団体等から賦課され、拠出

した分担金等は、9－7－15 の 3 の取扱いにかかわらず、その支出した日の属する事業年度の損金の

額に算入する。（平 7 年課法 2－7「七」により追加、平 23 年課法 2－17「二十一」により改正） 

5 取引先に対する災害見舞金等 

法人が、被災前の取引関係の維持・回復を目的として、取引先の復旧過程においてその取引先に対

して行った災害見舞金の支出、事業用資産の供与等のために要した費用は、交際費等に該当しないも

のとして損金の額に算入されます。 

（取引先に対する災害見舞金等） 

措通 61 の４⑴－10 の 3 法人が、被災前の取引関係の維持、回復を目的として災害発生後相当の期間

内にその取引先に対して行った災害見舞金の支出又は事業用資産の供与若しくは役務の提供のため

に要した費用は、交際費等に該当しないものとする。（平 7 年課法 2－7「二十八」により追加、平 10 年

課法 2－7「四」、平 19 年課法 2－3「三十七」、平 23 年課法 2－17「三十」により改正） 

(注)  

1 自社の製品等を取り扱う小売業者等に対して災害により滅失又は損壊した商品と同種の商品を交

換又は無償で補填した場合も、同様とする。 

2 事業用資産には、当該法人が製造した製品及び他の者から購入した物品で、当該取引先の事業の

用に供されるもののほか、当該取引先の福利厚生の一環として被災した従業員等に供与されるもの

を含むものとする。 

3 取引先は、その受領した災害見舞金及び事業用資産の価額に相当する金額を益金の額に算入す

ることに留意する。ただし、受領後直ちに福利厚生の一環として被災した従業員等に供与する物品

並びに令第 133 条に規定する使用可能期間が 1 年未満であるもの及び取得価額が 10 万円未満

のものについては、この限りでない。 

6 取引先に対する売掛金等の免除等 

法人が、災害を受けた取引先の復旧過程において、復旧支援を目的として売掛金、貸付金等の債権

を免除する場合には、その免除することによる損失は寄附金又は交際費等以外の費用として損金の額に

算入されます。 

また、既契約のリース料、貸付利息、割賦代金の減免を行う場合及び災害発生後の取引につき従前の

取引条件を変更する場合も、同様に取り扱われます。 

（災害の場合の取引先に対する売掛債権の免除等） 

基通 9－4－6 の 2 法人が、災害を受けた得意先等の取引先（以下 9－4－6 の 3 までにおいて「取引

先」という。）に対してその復旧を支援することを目的として災害発生後相当の期間（災害を受けた取引

先が通常の営業活動を再開するための復旧過程にある期間をいう。以下 9－4－6 の 3 において同

じ。）内に売掛金、未収請負金、貸付金その他これらに準ずる債権の全部又は一部を免除した場合に

は、その免除したことによる損失の額は、寄附金の額に該当しないものとする。 

  既に契約で定められたリース料、貸付利息、割賦販売に係る賦払金等で災害発生後に授受するもの

の全部又は一部の免除を行うなど契約で定められた従前の取引条件を変更する場合及び災害発生後

に新たに行う取引につき従前の取引条件を変更する場合も、同様とする。（平 7 年課法 2－7「六」によ

り追加） 



4 

 

(注) 「得意先等の取引先」には、得意先、仕入先、下請工場、特約店、代理店等のほか、商社等を通

じた取引であっても価格交渉等を直接行っている場合の商品納入先など、実質的な取引関係にあ

ると認められる者が含まれる。 

（災害の場合の取引先に対する売掛債権の免除等） 

措通 61 の 4⑴－10 の 2 法人が、災害を受けた得意先等の取引先（以下 61 の 4(1)－10 の 3 までにお

いて「取引先」という。）に対してその復旧を支援することを目的として災害発生後相当の期間（災害を

受けた取引先が通常の営業活動を再開するための復旧過程にある期間をいう。以下 61 の 4(1)－10

の 3 において同じ。）内に売掛金、未収請負金、貸付金その他これらに準ずる債権の全部又は一部を

免除した場合には、その免除したことによる損失は、交際費等に該当しないものとする。 

既に契約で定められたリース料、貸付利息、割賦販売に係る賦払金等で災害発生後に授受するも

のの全部又は一部の免除を行うなど契約で定められた従前の取引条件を変更する場合及び災害発生

後に新たに行う取引につき従前の取引条件を変更する場合も、同様とする。（平 7 年課法 2－7「二十

八」により追加） 

(注) 「得意先等の取引先」には、得意先、仕入先、下請工場、特約店、代理店等のほか、商社等を

通じた取引であっても価格交渉等を直接行っている場合の商品納入先など、実質的な取引関係

にあると認められる者が含まれる。 

7 取引先に対する低利又は無利息による融資 

法人が、災害を受けた取引先の復旧過程において、復旧支援を目的として低利又は無利息による融

資を行った場合における通常収受すべき利息と実際に収受している利息との差額は、寄附金に該当しな

いものとされます。 

（災害の場合の取引先に対する低利又は無利息による融資） 

基通 9-4-6 の 3 法人が、災害を受けた取引先に対して低利又は無利息による融資をした場合におい

て、当該融資が取引先の復旧を支援することを目的として災害発生後相当の期間内に行われたもので

あるときは、当該融資は正常な取引条件に従って行われたものとする。（平 7 年課法 2－7「六」により追

加） 

8 自社製品等の被災者に対する提供 

法人が、不特定又は多数の被災者を救援するために緊急に行う自社製品等の提供に要する費用は、

寄附金又は交際費等に該当しないもの(広告宣伝費に準ずるもの)として損金の額に算入されます。 

（自社製品等の被災者に対する提供） 

基通 9－4－6 の 4 法人が不特定又は多数の被災者を救援するために緊急に行う自社製品等の提供に

要する費用の額は、寄附金の額に該当しないものとする。（平 7 年課法 2－7「六」により追加） 

自社製品等の被災者に対する提供 

措通 61 の 4⑴-10 の 4 法人が不特定又は多数の被災者を救援するために緊急に行う自社製品等の提

供に要する費用は、交際費等に該当しないものとする。（平 7 年課法 2－7「二十八」により追加） 

9 災害による損失金の繰越し 

法人の各事業年度開始の日前 7 年以内に開始した事業年度において生じた欠損金額のうち、棚卸資

産、固定資産等について災害により生じた損失に係るもの(災害損失欠損金額)がある場合には、その事

業年度が青色申告書を提出しなかった事業年度であっても、その災害損失欠損金額に相当する金額

は、その各事業年度において損金の額に算入されます。 
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（青色申告書を提出しなかつた事業年度の災害による損失金の繰越し) 

第五十八条 確定申告書を提出する内国法人の各事業年度開始の日前七年以内に開始した事業年度

において生じた欠損金額(第五十七条第一項(青色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越し)又は

第八十条(欠損金の繰戻しによる還付)の規定の適用があるものを除く。)のうち、棚卸資産、固定資産又

は政令で定める繰延資産について震災、風水害、火災その他政令で定める災害により生じた損失に係る

もので政令で定めるもの(以下この条において「災害損失欠損金額」という。)があるときは、当該災害損失

欠損金額に相当する金額は、当該各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入する。ただし、

当該災害損失欠損金額に相当する金額が当該災害損失欠損金額につき本文の規定を適用せず、か

つ、第六十二条の五第五項(現物分配による資産の譲渡)の規定を適用しないものとして計算した場合に

おける当該各事業年度の所得の金額(当該災害損失欠損金額の生じた事業年度前の事業年度において

生じた欠損金額に相当する金額で本文又は第五十七条第一項の規定により当該各事業年度の所得の

金額の計算上損金の額に算入されるものがある場合には、当該損金の額に算入される金額を控除した金

額)を超える場合は、その超える部分の金額については、この限りでない。 
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災害を受けたときの納税の猶予 

1 災害により相当な損失を受けた場合の納税の猶予 

この納税の猶予を受けられる方は、災害により全積極財産のおおむね 20％以上の損失を受けた方で

す。 

また、納税の猶予を受けられる国税は、次のようなもので、その損失を受けた日以後 1 年以内に納付

すべきものです。 

1. 災害がやんだ日以前に課税期間の満了した所得税又は法人税や災害がやんだ日以前に取得した財

産に係る相続税又は贈与税で、納期限がその損失を受けた日以後に到来するもののうち、猶予申請

の日以前に納付すべき税額の確定したもの 

2. 災害がやんだ日の属する月の末日以前に支払われた給与等の源泉所得税等で法定納期限がまだ到

来していないもの 

3. 災害がやんだ日以前に課税期間が経過した消費税で、納期限が損失を受けた日以後に到来するもの

のうち、猶予申請の日以前に納付すべき税額の確定したもの 

4. 予定納税に係る所得税並びに中間申告に係る法人税及び消費税 

2 災害等を受けたことにより納付が困難な場合の納税の猶予 

災害その他やむを得ない理由に基づき、国税を一時に納付することができないと認められる場合には、

税務署長に申請をすることにより、納税の猶予を受けることができます。 

なお、この納税の猶予を受けるためには、原則として猶予を受けようとする金額に相当する担保の提供が

必要です（猶予金額が 100 万円以下、猶予期間が 3 月以内又は特別の事情がある場合は不要）。 

また、納税の猶予を受けられる国税は、災害等により被害を受けたことに基づき、一時に納付することがで

きないと認められる国税です。 

納税の猶予期間は、原則として 1 年以内の期間に限りますが、猶予期間内に納付ができないやむを得な

い理由がある場合は、既に認められている猶予期間と合わせて 2 年を超えない期間内で、申請により猶予

期間の延長を受けることができます。 

よって、同一の災害を理由として、災害により相当な損失を受けた場合の納税の猶予と災害等を受けたこ

とにより納付が困難な場合の納税の猶予及びその猶予期間の延長により、最長 3 年間の猶予を受けること

ができます。 

災害を受けたときの納税の猶予を受けるためには、必要事項を記載した「納税の猶予申請書」に、上記 1.の

災害によって相当な損失を受けた場合の納税の猶予と異なり原則として猶予を受けようとする金額に相当す

る担保の提供が必要です。なお、この納税の猶予を受けるための申請書の提出期限はありませんが、速や

かに申請をしてください。 

(通法 11、46、46 の 2、通令 13、14、15、15 の 2、通基 46、46 の 2) 


